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企業単位監督の実施に当たって留意すべき事項について

標記については、平成 23年3月 11日付け基発 0311第3号「新たな監督指導手法

の実施についてjにより指示されたところであるが、その実施に当たっては下記に留

意の上、その適切な実施に遺憾なきを期されたい。

記

1 基本的な考え方

現下の厳しい経済情勢の下、企業経営を取り巻く情勢が悪化する中、労働基準関

係法令違反が後を絶たず、
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な是正を確実に行わせ、もって企業全体

の法定労働条件の履行確保を図らせていくという新たな監督指導手法(以下「企業

単位監督Jという。)を実施するものである。

2 重点事項

(1) 基本的な労働条件の枠組みの確立

① 

② 

(2) 労働時間管理の適正化

① 

② 

③ 

(3) 安全衛生管理体制の整備

① 

② 

③ 

3 企業単位監督の具体的実施要領

(1) 企業単位監督の対象とする企業の選定

ア 企業単位監督の対象とする企業の選定基準
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イ 実施に当たっての留意点

(ア) 支届等に対する監督指導

(イ) 本社に対する監督指導

(ウ) 監督指導の実施体制

(エ) 厳正な対処

(4) 本社管轄局以外の局における対応

ア

ウ

イ

F
h
u
 



4 企業単位監督を的確に運営するため

企業単位監督を的確に運営するためには、企業単位監督の対象となり得る企業に

係る情報を把握しておくことが重要であることから、

うこと。

5 情報管理の徹底について

当該企業に係る監督指導結果等の情

報については、局・署において情報管理を徹底すること。

6 実施結果の報告

本社管轄局においては、企業単位監督の実施結果を別紙5により、本省監督課へ

報告すること。(実施年度3月末まで)
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別紙5

企業単位監督の実施結果について

局名

1 監督実施状況(支庖等、本社への監督指導状況)

2 措置状況(支店等、本社への措置状況)

3 是正状況

(1) ・・・・・・・・・支店等、本社の是正状況

(2) .-支店等の是正状況

--]  
4 企業の対




